
№ 圏域 大項目 中項目 項目 意見・質問 公聴会回答 公聴会後の対応状況等 担当課 意見者 開催日

平成27年度健康福祉部圏域別地域公聴会意見・回答

1 益田 04 高齢者
施策

02 地域医
療対策

01 介護保
険制度

01 医療提
供体制

・医療と介護の連携
　島根の健康福祉
2015（保健･福祉関係
施設制度一覧P77～
78、介護保険施設の
比較P82、介護保険居
宅サービス等一覧
P83）、平成27年度圏
域別公聴会資料（益
田圏域）を読ませて
いただき、益田圏域
の状況について不安
を感じています。

①圏域の介護施設について
　・設置基準、スタッフ等の充足はなされているか。
　・多様な施設、事業体（公益法人、株式会社等）であるが、指導、監督
はなされていると思います。

②医療、介護の連携について
　・医療側の一層の指導性発揮を期待したい。（在宅医療支援診療所数
11、訪問看護ステーション5）
　・地域の拠点的「在宅医療・介護連携センター」設置を進められている
益田市医師会を支援したい。

③その他
　・介護療養病床、医師会病院（ふたば棟）の行方
　・ドクターヘリの「重複要請」とは？

①圏域の介護施設について【高齢者福祉課】
　介護老人福祉施設等の指導・監査については、基本的に３年に１回のサ
イクルで施設を訪問して行っていますが、概ね適切な施設運営や介護サー
ビスの提供がなされているものと認識しています。
　なお、介護職員の充足状況については、どの施設も人員配置の基準は満
たしているものの、実態としてはスタッフが十分に足りているとは言えな
いという現場の声もあります。
　県としては、介護の魅力をPRする事業や介護福祉士の資格取得の支援な
どにより引き続き介護人材確保・定着に取り組んでいきます。

②医療介護の連携について【医療政策課】
　益田市医師会が設置を進めている「在宅医療・介護連携センター」に関
しては、県もその整備費を支援するなど、医療と介護の連携によるサービ
スの充実に期待しています。
　医療介護の連携のための会議等も開催するなど、市と協力しながら連携
の推進に努めていきます。

③その他について
【高齢者福祉課】
　介護療養病床については、平成29年度末をもって廃止が予定されていま
すが、全国的に医療ニーズの高い入所者の割合が増加している中で、今
後、このような高齢者をどのように受け止めていくのかが課題となってい
ます。
　このため、国においては、「療養病床の在り方等に関する検討会」が設
置され、今後の療養病床の在り方を検討するほか、慢性期の医療・介護
ニーズに合った提供体制について議論されることとなりました。
　先般、７月１０日に第１回の検討会が開催され、新聞報道等によると、
療養病床については、今後、新しい類型の設置も視野に入れた検討が行わ
れ、年内をめどに一定の方向性が取りまとめれられる予定とのことです。
　県としては、このような国の検討状況等の情報収集に努め、益田医師会
病院を含む県内の介護療養型医療施設（１６施設）に対して適切な情報提
供・支援を行っていきたいと考えています。

【医療政策課】
　ドクターヘリの「重複要請」とは、ドクターヘリが出動中に要請が入り
出動できなかった事案をいいます。

医療政策課
高齢者福祉
課

益田の医療を守る
市民の会

8月18日①圏域の介護施設について【高齢者福祉課】
　平成27年7月～12月にかけて、県内の介護老人福祉施
設等の実地指導を実施しました。益田圏域については8
施設（特別養護老人ホーム5施設、介護老人保健施設1
施設、介護療養型医療施設2施設）を対象に実施しまし
たが、人員配置の基準違反等はありませんでした。

②医療介護の連携について【医療政策課】
　益田市医師会による「在宅医療・介護連携セン
ター」は、平成27年11月に竣工し、医療と介護の連携
によるサービスの充実を行っていくための環境が整備
されました。
　保健所を中心とした医療介護連携のための会議等も
行い、市、市医師会等と協力しながら、連携を推進し
ています。

③その他について【高齢者福祉課】
　平成28年1月に、国の「療養病床の在り方等に関する
検討会」において、療養病床の再編に向けた報告書が
取りまとめられ、今後、この報告書に基づいて新施設
の具体像や患者の費用負担などが議論されることと
なっています。
　県としては、引き続き国における検討状況等の情報
収集に努め、県内の介護療養型医療施設に対して適切
な情報提供・支援を行っていきます。
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①医療にいろいろな会合があり、医療者中心に開催されているが、当事者
不在の会合が多すぎる。
　良かれと思って行った施策が、当事者にとっては「小さな親切、大きな
お世話」なりかねない。

②10年前より、県下には数多くのがんサロンが出来、先進地として評価さ
れている。
　昨年、新しくピアサポーターが誕生してきたが、がんサロンに関わって
いないメンバーが大半を占める。
　同じケアをしているにも関わらず、別々の動きはおかしい。

③国は在宅へ舵を切り、在宅で過ごすことをすすめているが、現実は難し
い。施設でも看取りが出来ない施設が多く、在宅では費用と手間も掛か
る。
　民間の在宅保険もない今、どこで最後を迎えたらいいか。
　病院は、病床を減らしているので、益々、入院も難しい状況が来ること
だろう。

①協議会等への当事者の参加【医療政策課】
　例えば医療審議会では、県民の立場として委員に参加いだだいていま
す。県民の立場としての意見は重要であり、会議の主旨に応じて検討して
いきます。

②ピアサポーターとガンサロンの連携【健康推進課】
　がんサロンもピアサポーターも、相談機能として患者・家族の心の支え
となっています。
　今年度は患者・家族との意見交換会について、がんサロンとピアサポー
ターが一緒に意見交換できる場を持ちたいと考えています。

③在宅看取りについて
【医療政策課】
　在宅医療については、これからの分野であると認識しており、県もその
普及や質の向上に向けて取り組んでいるところです。
　看取りに関しても、今後、施設や在宅等での看取りをどうしていくの
か、検討していきたいと考えています。

【高齢者福祉課】
　高齢者が重度の要介護者となっても、可能な限り住み慣れた地域で自分
らしい暮らしを人生の最終段階まで続けることができるよう、高齢者の状
況に応じて医療、介護、介護予防、住まい、生活支援のサービスを切れ目
無く、一体的に提供する「地域包括ケアシステム」の構築に取り組んでい
ます。
　介護保険施設における看取りの状況について、益田圏域の特別養護老人
ホーム及び介護老人保健施設の看取り加算の届出状況をみると、特養は１
０施設のうち７施設、老健は３施設すべてが加算の届出をされています。
　また、認知症グループホームにおいても、１４施設のうち１１施設加算
の届出をされています。
　なお、加算の届出はされていなくても看取りが行われている施設も実際
にはあると思われます。
　さらに、地域包括ケアシステムの構築に向け、平成27年度の介護報酬の
改定では、（訪問看護等に加え）看護師による24時間連絡体制を確保して
いる「小規模多機能型居宅介護サービス」にも、新たに報酬の加算が措置
されるなど、（施設も含めて）利用者や家族の意向を尊重した手厚い看取
り介護の体制の構築・強化が進められています。

健康推進課
高齢者福祉
課
医療政策課

島根益田がんケア
サロン

8月18日①協議会等への当事者の参加【医療政策課】
　公聴会時の回答に同じ

②ピアサポーターとガンサロンの連携【健康推進課】
平成２８年２月に開催した患者団体等との意見交換会
で、がんサロン関係者やピアサポーターにご参加いた
だき、一緒に意見交換を行いました。

③在宅看取りについて
【医療政策課】
　在宅医療の推進のため、多職種での連携を推進する
ための会議を開催したり、在宅医療連携推進事業によ
るモデル地区の先進事例の発表会を開催したりして、
在宅医療の普及促進を図りました。
　また、訪問診療や訪問看護のために必要な資機材整
備への支援や、条件不利地域で訪問診療等を行う診療
所や訪問看護ステーションの経営支援を行うなど、在
宅医療の体制整備を図りました。
　体制の整備に併せて、それぞれの地域での看取りへ
の対応体制についても検討を深めていきます。

【高齢者福祉課】
　公聴会時の回答に同じ

2 益田 02 地域医
療対策

04 高齢者
施策

01 医療提
供体制

03　がん
対策

01 介護保
険制度

①協議会、審議会、
委員会等に当事者の
参加を
②ピアサポーターと
ガンサロンとの連携
を
③看取りの技術推
進、発展を
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１．まめネットの充実について【医療政策課】
　まめネットの充実について、まめネットの効果を発揮するためには、①
医療機関の加入促進、②まめネットカードの発行促進、を進めていく必要
があると考えています。
　県西部においては、中核的病院については、まめネットでカルテ情報の
情報提供を開始していますが、ご指摘の通り、診療所や薬局の加入が低調
です。
　現在、医師会や薬剤師会と連携しながら加入促進を図っているところで
す。
　また、まめネットカードの発行については、益田赤十字病院及び益田医
師会病院に、しまね医療情報ネットワーク協会の普及支援員を派遣して、
カード発行を行っています。

２．就職支援、情報提供について【健康推進課】【障がい福祉課】
　　※健康推進課で合わせて回答
  難病の方の就労支援の情報は、それぞれ関係機関のホームページに掲載
しておりますが、より分かりやすい掲載に努めていきます。
　ホームページの掲載以外にも、難病相談支援センターのニューズレー
ターに取り上げ、全受給者にお送りするなど、多くの難病患者にお知らせ
していきます。
　就職に向けた支援としてはハローワークを中心に関係者がチームを結成
し、支援を行っています。また「難病患者就職サポーター」が配置され
(ハローワーク出雲に1名)難病患者の総合的な就職支援を行っていると聞
いています。
　県としては、国とも協力し、各圏域ごとに就業・生活支援センターを設
置(益田圏域：エスポア)し、ハローワーク、保健所、市町村、社会福祉協
議会などの関係機関が連携し、就職から職場定着、生活全般の支援を行っ
ています。
　なお、各センターについてはホームページで紹介しています。

１．まめネットの充実について【医療政策課】
　平成２８年２月末時点での加入状況は以下のとおり
です。

　まめネットカードの発行促進については、益田赤十
字病院、益田医師会病院及び松ヶ丘病院へまめネット
カード普及支援員を配置し、カード発行を強化しまし
た。
　また、ＣＡＴＶによる広報やイベントへの参加など
普及啓発を行っています。
　しかし、平成２８年２月末現在で全県で２４，０３
０枚カードを発行しましたが、うち益田圏域は９９６
枚と低調な状況です。
　益田圏域での普及啓発は重要と考えており、平成２
８年度は重点的に普及啓発に努めてまいります。

２．就職支援、情報提供について
【健康推進課】
　就労支援については、難病相談支援センターの
ニューズレーターに取り上げ、全受給者にお送りして
おります。
　また、ハローワークに「難病患者就職サポーター」
が配置され(ハローワーク出雲に1名)難病患者の総合的
な就職支援を行っているので、連携をとりながら支援
をしています。

【障がい福祉課】
　公聴会時の回答に同じ

医療政策課
健康推進課
障がい福祉
課

藍の葉会
（当日欠席）

8月18日3 02 地域医
療対策

03 地域保
健対策

01　医療
提供体制

02 難病施
策

１．まめネットの充
実について
２．就職支援、情報
提供について

１．まめネットの充実について
　「しまね医療情報ネットワーク」として活用されていますが、加入して
いる医療機関が少ない気がします。
　医師の少ない西部地域を、このネットワークを利用してカバーしていく
という、うたい文句だったと思いますが、特に西部地区の医療機関の加入
が少なく、益田圏域に至っては閲覧施設がひとつもないのはどう行くこと
でしょうか。
　これでは、患者の立場からも利点を見出せません。
　また、「まめネット」の認知度も低いように思います。利用できる施設
が周りにあまりないせいだと思いますが、もっと薬局や医院での利用が出
来るようになると、需要も増えるのではないでしょうか。

２．就職支援、情報提供について
　毎年、この意見は出しています。そして、公聴会の場では良い回答をい
ただいていると思います。
　が、それが皆に伝わっていません。個人的な相談や、患者会で報告した
りしてはいますが、それは同じ悩みを持つ県内の患者さんの、ごく一部で
しかありません。
　保健所やハローワーク、難病相談支援センターで相談するように、以前
も回答をいただいていますが、そういうことからホームページに載せるの
は難しいことでしょうか。
　また、ホームページも探しやすく分かりやすくしてほしいです。

益田

医療情報提供
及び閲覧施設

閲覧のみの
施設

全県 754 119 75

うち
益田圏域 23 8 0

まめネット加入施設
（内数）

平成２８年２月末現在
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5 益田 03 地域保
健対策

06 その他 健康長寿しまね推進
事業

・タバコ、アルコール、薬物等については、街頭、学校等でのキャンペー
ン活動を展開しているが、テレビや各新聞誌上での啓発、啓蒙活動するな
ど、メディアの活用、利用も大切ではなかろうか。
　益田圏域では、ひとまろビジョンなどと提携して、視覚的に訴え、行動
化を促す（起こす）方途も考えられる。
・活動推進交流会では、圏域市町の取り組みを紹介し、相互に実情を把握
することができ、刺激にもなっている。
・圏域では、取り組み（益田市の取り組み）事業に対して、市内各4地区
において、健康づくり推進員としての役割について、丁寧に分かりやすい
講演をしていただいている。
　県（保健所）と市が横並びの関係の中で、事業の展開が進められて来て
いて好ましく感じる。
・市民主体の健康づくりの活動が定着していくためには、そこにある社会
資源を有効活用することで、幅も量も質も変わってくることを感じてい
る。

　たばこ対策はもとより、健康長寿しまねの取組には、関係団体の皆様に
ご協力いただき、年々取組への参加人数が増え、健康づくりの取組が県民
に浸透しつつあることを実感しています。
　健康長寿しまねの活動は、県民運動として圏域毎の特性を活かした取組
を展開している。益田においても熱心に取組んでいただいており、引き続
き積極的な活動をお願いしたいと考えています。
　健康づくりの広報については、それぞれの取組月間や週間等に併せて、
メディアを使っての広報を行っています。
　また、昨年度は県政テレビ番組「もっともっとしまね」によりたばこ対
策、糖尿病についてテレビCM、脳卒中や食育については新聞などにより広
報を行いました。
　今年度も様々なメディア媒体により時期に応じた重点的な広報を行うこ
とにしています。
　今後も、効果的な広報や情報発信により、健康づくりを推進していきた
いと考えています。

公聴会時の回答に同じ 健康推進課 健康ますだ市21推
進協議会

8月18日

①昨年、公聴会でレスパイト入院について介護者の不安をお伝えしまし
た。その後、益田圏域において協力病院を加え、4病院と増加されたこと
を聞きました。行政のご努力に感謝いたします。病院数が増え、希望する
時に安心して利用できるようになると思います。

②圏域別公聴会資料9ページ「2.疾病対策　益田圏域の難病特定医療受給
者証所持者数・肝炎治療受給者証所持者数」によると、それぞれ449名、
42名となっています。
　県内人口の中での益田圏域人口の比率が9%と示されています。地域に
よって患者発生率の差異の可能性が少ないならば、益田圏域の受給者証所
持数が県内患者数の9%より少ないことは、患者の積極的受診意欲、圏域の
医師数、診断できる専門医師数、それ以外の理由などが考えられるが、ど
のようにみておられるのか伺います。

③障害者総合支援法等、難病に関する多くの法律の施行されています。難
病患者も障がい者の範囲に加えられることになり、今まで以上に福祉の恩
恵が受けられることに期待をしているところです。
　障害者総合支援法においても、自立支援協議会（地域によって名称が異
なっているところもある）において、当事者･家族の参画が明確化されま
した。
　そこで、おたずねします。県下の協議会が、平成27年度いくつあるか。
そのうち、難病当事者･家族（団体）を委員として委嘱されているところ
がいくつあるか。委員が委嘱されていない協議会について、県はどのよう
に考え、今後どう対応されるか。

④重症の入院患者が、長期療養病棟が満室で、もし一旦退院すると、萩か
広島しか入院できるところはないのでは、と心配している家族もいる。
　介護者が他におらず、高齢で不安な疾病を抱えている患者の場合、県外
だと入院した患者の様子を見に行くにも、遠方になり移動も困難を伴う。
　長期療養者のベッド確保について、特に重傷者について、どのように配
慮されていくのか伺います。

⑤今年から指定難病56疾患から306疾患に拡大し、難病患者数も約2倍にな
ると予測されます。
　疾患数も約6倍となり、個々に症状が異なり、進行の早いものもあり、
患者･家族のケア、支援など、かなり仕事量が増えているのではないかと
思われます。
　この関係の仕事量と内容については、単純に仕事の合理化で乗り切れる
ものではないと思います。
　職員が今まで以上に忙しくなり、患者・家族が安心して相談できなくな
ることを懸念します。
　きめ細かい行政サービスの低下が心配されますが、今までどおり対応し
て頂けるか伺います。

⑥難病患者に対する障害者福祉サービスには、どのような時に利用できる
か、情報提供の不足を感じます。
　医療に関しては、保健所より適時情報提供されています。
　医療以外について、事前に、できるだけ情報提供（周知・広報）がなさ
れていないと、肝心な時、どのような相談をしたら良いかわからないこと
もあると思います。
　難病患者に特化した情報提供が必要と思いますが、どのように考えてお
られるのか伺います。

①圏域内の病院関係者の方にご理解もいただき、レスパイト入院先が増え
たことについて、感謝申し上げます。
　今後も、在宅で生活しておられる難病患者の皆様やご家族が安心して療
養できるように支援していきます。
【健康推進課】

②現時点では、患者数が少ない理由はわかっておりません。（全国では、
患者数約78万人、全人口に対して0.61%、益田圏域は0.72%）H27.1 から助
成対象の病気も増加しましたが、受給者数は増えておりません。新たに助
成対象となった病気や重症度等の新助成制度については、各病院や医師会
を通じてお知らせしているところですが、引き続き周知に努めていきま
す。
【健康推進課】

③島根県では、協議会は１９市町村全てにおいて設置されていますが、一
部共同設置の市町村があるため、数としては１６となっています。
　そのうち、難病当事者、家族に委員を委嘱している協議会は１箇所で
す。委嘱していない理由の一つとして、適任者がいないことなどがあげら
ています。
　県としては、ご意見の「難病当事者･家族を委員として委嘱すること」
は、自立支援協議会の機能強化や活性化に資すると考えられることから、
今後各市町村に対して助言してまいります。しかし、市町村自立支援協議
会の委員は、市町村がその権限に基づいて選任されていますので、どのよ
うな委員を委嘱するかは、最終的に市町村が決定すべきものと考えていま
す。【障がい福祉課】

④療養病床が不足しているという指摘については、その原因を含めて考え
る必要があります。また、在宅医療でどこまで対応していくのかという視
点もあります。
　現在、地域医療構想の策定に向けた関係者での協議が進められています
が、そうした中で現状の分析や今後のあるべき姿について議論がされると
認識しています。【医療政策課】

　重症になっても本人や家族の気持ちを尊重しながら、レスパイト入院先
の病院や関係機関と連携しながら、在宅療養に向けて支援していきます。
【健康推進課】

⑤対象疾患は増えておりますが、今まで以上に難病患者の療養支援につい
て努めていきます。【健康推進課】

⑥それぞれの保健所ごとに、医療制度のみならず、難病患者の皆様が利用
できる介護保険サービスや障がいサービスについて情報提供しております
ので、ご相談ください。【健康推進課】

　障害者総合支援法の対象となった難病にかかる情報提供については、法
施行時や対象疾病が拡大した時に、県内の医療関係機関及び市町村に文書
通知を行ったほか、新聞広告や県ホームページにおいて手帳を取得できな
い難病患者の方も障害福祉サービスを利用できる旨の広報を行っていま
す。また、県内の事業所にも周知をしているところです。
　なお、具体的なサービスについては各市町村の障がい担当窓口でご相談
いただきたい。【障がい福祉課】

医療政策課
健康推進課
障がい福祉
課

益田地区脊髄小脳
変性症・多系統萎
縮症患者・家族会
ひとまろ会

8月18日①公聴会時の回答に同じ【健康推進課】

②難病医療受給者数は、当初の想定に比べ増えており
ませんが、制度についてのリーフレットを作り、医療
機関に配布したり、関係するあらゆる会合等でもお配
りするなど周知に努めております。【健康推進課】

③研修・会議等で助言を行っています。【障がい福祉
課】

④現在、各圏域の地域医療構想調整会議や医療審議会
で、それぞれの地域の将来の医療需要（患者数）の推
計などを通じて、将来に向けて持続可能な医療提供体
制を構築していくうえでの課題等について議論してい
るところです。
　その議論の過程においては、長期療養者の入院医療
については、できるだけ身近なところで確保していく
こととされています。
　今後策定予定の地域医療構想や、それに基づく地域
の議論を踏まえながら、地域の医療提供体制の確保に
努めてまいります。【医療政策課】

　レスパイト入院の促進に向けて、難病医療連絡協議
会で検討しています。【健康推進課】

⑤公聴会時の回答に同じ【健康推進課】

⑥保健所職員を対象に介護保険サービスや障がいサー
ビスについて研修会を開催し、難病患者の皆さんから
のご相談に適切に対応できるように努めています。
【健康推進課】

　公聴会時の回答に同じ【障がい福祉課】

4 益田 06 障がい
施策

03 地域保
健対策

03 障がい
者支援

02 難病施
策

①レスパイト入院可
能病院の増加につい
て（お礼）
②疾病対策について
③各地域の障がい者
自立支援協議会の委
嘱委員について
④益田圏域の長期療
養病棟の不足につい
て
⑤保健所における難
病関係職員体制につ
て
⑥難病患者に対する
情報提供について
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平成27年度健康福祉部圏域別地域公聴会意見・回答

①当協会も「あいサポーター研修」に講師派遣するなど積極的に取り組ん
でおるところです。今後、この事業を発展推進するため、次を要望しま
す。
　・あいサポートメッセンジャーのフォローアップ（更新資料の配付、
メッセンジャー同士の情報交換の場、使用ツールの相互利用
　・「島根県版DVD」製作と配布を求めます。
　・費用弁償について、講師謝金無しは了であるが、遠方に出向く交通費
は支給されても良いのではないかとの意見を聞いた。検討の余地はあるの
でしょうか？なお、当協会においては、相談員活動費として支援してい
る。

②県においては、結婚対策強化事業（平成の縁結び事業）を行っていると
のことですが、当益田地域においても活動がなされているのでしょうか？
聞こえてきません。
　当協会においても結婚を望んでいる会員が多数おり、情報の提供、イベ
ントの開催をお願いしたい。

①あいサポート運動について【障がい福祉課】
・あいサポートメッセンジャーのフォローアップについて
　今年１月にメッセンジャースキルアップ研修を県内７圏域で養成研修に
併せて実施し、既にメッセンジャー登録されている方を対象に、他のメッ
センジャーの実践例を学ぶ機会を設けました。今後は、メッセンジャー登
録者に対する情報提供も大切であることから、県のホームページにメッセ
ンジャー向けの情報を分かりやすく掲載するなど、情報提供方法の工夫も
行っていきたい。なお、お困りのことなどがあれば、お近くの市町村社会
福祉協議会へご相談いただきたいと考えています。
・「島根県版ＤＶＤ」製作について
　あいサポート運動は、島根県と鳥取県以外にも、広島県、山口県、奈良
県、長野県など、取組が広がってきており、各県でサポーターが養成され
ています。サポーター養成のためのＤＶＤを含めたツールは、これらの県
と共有できるものとすることで、よりよい内容となることも考えられま
す。まずは、他県がどのようなツールを使われているか調査したいと思い
ます。
・費用弁償の支給について
　あいサポート運動は、ボランティアの皆様に支えられ、取組が広がって
きています。大変、感謝しております。
　現時点では、県として、交通費を支給することは考えておりません。た
だ、研修の実施にあたりメッセンジャーに過重な負担を強いているといけ
ませんので、少しメッセンジャーの方の活動の実態を把握したうえで、何
らかの対策の検討が必要か考えたい。

②障がい者の結婚問題【青少年家庭課】
　県では、平成19年から、ボランティアが独身男女の縁結びを応援する
「島根はっぴぃこーでぃねーたー（通称：はぴこ）事業」を展開していま
す。
　登録された「はぴこ」が随時、結婚相談に応じるとともに、毎月１回程
度、県内7か所で、各地区の「はぴこ」が結婚相談に応じる「交流サロ
ン」を開設しています。
　このうち「益田・吉賀・津和野はぴこ会」では、毎月第2土曜日の10：
00～12：00と18：00～20：00に益田駅前の「ＥＡＧＡ」で開催していま
す。
　また、今年11月、松江市に「しまね縁結びサポートセンター」を設置
し、来年1月には、浜田市に支所も設け、いつでも結婚相談が受けられる
よう相談員を配置することとしていますが、実際のマッチングは引き続き
「はぴこ」が行います。
　なお、県では、他に島根県障害者社会参加推進センターに委託し、「障
がい者結婚相談事業」を実施しており、両事業が連携して障がい者の結婚
相談に取り組んでいく必要があると考えています。

障がい福祉
課
青少年家庭
課

益田市身体障害者
福祉協会

8月18日①【障がい福祉課】
・あいサポートメッセンジャーのフォローアップ
　について
　県のホームページを更新し、「あいサポートメッセ
ンジャー養成研修マニュアル」の変更内容など、あい
サポート研修の実施に当たり参考にしていただきたい
情報を掲載しました。今後も、掲載内容を適宜更新
し、メッセンジャーの方へ必要な情報を提供していき
ます。
・「島根県版ＤＶＤ」製作について
　公聴会時の回答に同じ。
・費用弁償の支給について
　公聴会時の回答に同じ

②【青少年家庭課】
　本年１月に「しまね縁結びサポートセンター　浜田
センター」を開設し、県西部での結婚支援の取組を進
めています。障がいのある方の結婚支援については、
「島根県障害者社会参加推進センター」による障がい
者結婚相談等を中心に取り組んでいますが、今後取組
の強化ができないか検討してまいります。

6 益田 06 障がい
施策

05 児童・
家庭施策

03 障がい
者支援

01 少子化
対策・子
育て支援

①あいサポート運動
について
②障がい者の結婚問
題について
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平成27年度健康福祉部圏域別地域公聴会意見・回答

8 益田 05 児童･
家庭施策

03 里親制
度

社会的養護等 　児童養護施設のあり方を、大舎制から小舎制や、里親（ファミリーホー
ム）へ委託を増やすという方針が示されておりますが、ファミリーホーム
を設立したいという思いを持っている人が、設立に向けて動いていたとこ
ろ、市街化調整区域での設立は難しいと言うことで、市からストップがか
かったり、自立支援ホームを設立したら、県土木より、建築基準法上の寄
宿扱いに合致した造りに適合していないという指導もありました。
　社会的養護に対して、志を持って取り組む人へ対する理解や、協力的な
姿勢を感じることが出来ませんでしたし、小舎制や里親（ファミリーホー
ム）へ委託を増やすという方針と違っている様に思いました。
　又、里親家庭へ対する補助金や助成金も必要になると思います。
　国の方針と、県の実情が違っているということに疑問を感じました。

　ファミリーホームの開設にあたり、建築基準法や都市計画法が支障と
なって計画が中断していることは承知しています。
　この件については、各法律の解釈や県の判断（裁量）などを確認し、許
可の可否について、再度関係課と協議しているところです。
　自立援助ホームの件については、入居者の安全を確保する観点から法律
等で基準が設けられているものであり、ご理解いただきたいと考えていま
す。
　しかしながら、社会的養護体制推進計画を進めるにあたり建築基準法や
消防法、都市計画法などが支障になっていることについては認識していま
すので、他県の取組事例も参考に、安全性を担保しながら規制緩和等でき
ることがないか、担当課と協議していきたいと考えています。

　里親委託児童にかかる生活費、教育費などの費用については、国と県が
措置費で支給しているが、高校生の部活動費、就職・進学の際の支度費な
ど十分でないものがあります。
　これを援助するため、県としては就職に役立つ資格である運転免許の取
得に係る経費の一部を助成しています。
　措置費だけではまかなえないもの、措置費対象となっていないものにつ
いては、措置費の増額や措置費対象とするよう、引き続き他県と共同で国
に対して働きかけていきたいと考えています。
　里親宅の施設整備（環境改善）への助成については、現在の状況等を把
握したうえで、何ができるか研究してみたいと考えています。

・建築基準法や都市計画法の問題については関係課と
引き続き協議中です。

・措置費の拡充については、今年度も中国四国九県民
生主管部長会議として国へ要望を行いました。

・里親宅の施設整備（環境改善）については、２８年
度から助成対象とすることとし、要件や対象等につい
て検討しているところです。

青少年家庭
課

雪舟ホーム 8月18日

7 益田 06_障がい
施策

04 高齢者
施策

01_自立支
援関係

03 障がい
者支援

03 認知症
施策

①福祉医療制度につ
いて
②障がい者権利条例
について
③成年後見制度、意
思決定支援制度につ
いて

8月18日①福祉医療制度について
　毎年同じような質問、要望になって申し訳ありませんが、障がい者の医
療制度は、住んでいる県や市町村によって全部違います。
　総合支援法の下で生活してる障害者ですけれども、少なくとも医療費
は、全国どこにいても同じ扱いが受けられるようにすべきではないでしょ
うか。

②障がい者権利条例について
　幾多の法整備を行いながら、やっとという感じで障害者権利条約が批准
されました。
　これに基づいて、多くの県や自治体では「障害者権利条例」が制定され
ていると聞きます。
　当県は、今後どうされるのでしょうか。

③成年後見制度、意思決定支援制度について
　障害者や高齢者の財産管理を目的とした、成年後見制度は、その実施率
がなかなか上がらない状況にあります。
　また、身上看護や本人の意思決定を支援するとした「意思決定支援法」
の論議が行われている状況のようです。
　しかし、いずれも障害者本人が、きちんとした理解をした上で運用され
るものではないと思われます。
　「国悪ければ法多し」の例えのように、制度でがんじがらめにされてい
る障害者ではないかと思われます。
　もう少し楽で、自由な発想による障害者施策が大切ではないでしょう
か。

①障がい者の医療費を助成する制度については、障害者総合支援法の自立
支援医療のように、当該障がいを除去・軽減するための全国一律の基準の
公費負担医療制度のほか、医療費の負担が大きい重度の障がい者の自己負
担分を軽減し容易に医療を受けられるようにするため、各都道府県や市町
村が独自に実施している医療費助成制度があり、地域によって、支援対象
や内容などが異なっている。
　ご意見のように、お住いの地域によって医療費助成のサービス水準に格
差があるのは望ましくなく、社会的に弱い立場にある方を支援する観点か
ら、本来、国の制度として統一して実施されるべきものとして、国に対し
て医療費助成制度の創設を要望しています。
　なお、島根県の福祉医療費助成制度については、平成26年10月からの見
直しにより、自己負担上限額を引き下げるとともに、重度精神障がい者の
方を新たに対象に加えることとしました。この見直しの際に、市町村と情
報交換した結果、見直し後はほとんどの市町村の自己負担上限額が同額と
なるなど相当程度の格差是正が図られたと考えています。【障がい福祉
課】

②障害者の権利に関する条例については、それぞれ性格や内容は若干異な
るものの、都道府県レベルでこれまで１１道府県で障がい者の差別を解消
するための条例が制定されています。
　来年４月に障害者差別解消法が施行され、差別をしないことはもとよ
り、合理的配慮も求められ、社会全体として障がいを理由とする差別の解
消に向けた新たな取組が始まります。
　本県では、現時点で、この法とは別に新たな条例制定に関する計画はあ
りませんが、来年４月からの障害者差別解消法の施行に向けては、地方公
共団体に求められている、職員が適切に対応するための対応要領の作成な
どの取組を進めています。
　また、大事なことは、県民の皆さまに障がいのことを知ってもらうこと
を通じて、差別をなくしていくことであり、新聞やラジオ、ホームページ
などによる広報活動、講演会等の開催、あいサポート運動の一層の推進な
どの取組を進めていきたいと考えています。【障がい福祉課】

③現在、国においては、障害者総合支援法施行後３年を目途とした見直し
が進められており、その中で、障害者の意思決定支援・成年後見制度の利
用促進のあり方についても、検討されています。
　これまで示された論点として、意思決定支援では、その支援の定義、内
容や仕組み。成年後見では、利用者支援の在り方、補助・補佐の利用。な
どが挙げられています。意思決定のプロセスとして、決定を支える体験が
あり、正しく情報が伝わり、適切に判断し、正しく発信できることが必要
であり、これらに対する支援は、難しい課題です。県としては、今後の議
論の動向を注視していきたいと考えます。
　なお、県内の多くの市町で、成年後見制度が利用しやすくなるよう費用
の補助が行われています。県はこの事業を行う市町村に対して補助をして
います。【障がい福祉課】
　また、高齢者に対する成年後見制度については、市町村により経費等を
助成する補助事業や、市民後見人を養成する研修も実施されています。今
後も引き続き市町村を支援していきたいと考えています。【高齢者福祉
課】

高齢者福祉
課
障がい福祉
課

益田市手をつなぐ
育成会

①公聴会時の回答に同じ【障がい福祉課】

②公聴会時の回答に同じ【障がい福祉課】

③平成27年12月に社会保障審議会障害者部会におい
て、障害者総合支援法施行３年後の見直しについての
報告書が取りまとめられました。
　その中で、「障害者の意志決定支援・成年後見制度
の利用の在り方」については、
・意志決定支援ガイドライン作成
・入院中の精神障がい者の意志決定支援
・成年後見制度の利用支援
などの取組を進めるべきとされています。
　県としては、今後、国の動き等について一層注視し
ていきたいと考えています。【障がい福祉課】

公聴会時の回答に同じ【高齢者福祉課】
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